
平成２６年８月２１日 京都市景観・まちづくりセンター 

 

株式会社みやこ不動産鑑定所 

税理士･不動産鑑定士 辻本尚子 
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これから町家を購入する人 いま、町家を所有している人 

居住･管理維持 

固定資産税 都市計画税 

活用（賃貸） 

所得税 住民税 事業税 消費税 

国民健康保険料 介護保険料 

相続・贈与 

相続税 贈与税 

売  却 

所得税 住民税（譲渡所得） 

国民健康保険料 介護保険料（翌年のみ） 

購 入 時 

登録免許税 

不動産取得税 

購入後の減税等 

住宅ローン控除 

リフォームローン控除 

リフォーム減税 

両親等からの住宅資金 

住宅資金贈与の非課税 

購入に係る補助金等 

すまい給付金 

木造住宅耐震診断士派遣事業 等 
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固定資産税（課税標準額×1.4％） 

都市計画税（課税標準額×0.3％） 
毎年4月7月12月2月に納付するあれ。
毎年4月1日から30日までの間を 

「縦覧期間」といって、区役所で 

固定資産台帳を閲覧できるよ。 軽減措置等 

○ 住宅用地の課税標準の特例（土地） 

○ 耐震工事・バリアフリー改修・省エネ改修を行った住宅に対する減額（市役所・区役所） 

固定資産税－200㎡以下は1/6、200㎡超は1/3 

都市計画税－200㎡以下は1/3、200㎡超は2/3 

併用住宅の敷地：居住用部分が2/1以上    →すべて住宅用地 

         居住用部分が1/4以上1/2未満→0.5  が住宅用地 

耐震工事      ：平成28年末まで 1/2減額を1年 

バリアフリー改修：平成28年3月末まで 1/3減額を1年  

         65歳以上、要介護、障がい者 

省エネ改修   ：平成28年3月末まで 1/3減額を1年 

・申請が必要 

・本人が居住していること 

建物部分の減額は自分が住んでいる家しか適用されないけれど、 

土地部分は「住宅」が建っていれば軽減対象なんだ。 



税金の種類（収益課税） 軽減措置等 

所得税 （累進課税5％～40％） 
    平成27年からは最高45％ 
 
復興特別所得税（所得税の2.1％） 

平成25年～平成49年の25年間 
 
住民税  
均等割4,000円+1,000円（平成26年から） 

所得割 10％ 
http://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000028143.html 

 
国民健康保険料 最高81万円 
http://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/00000606
24.html 

 
後期高齢者医療制度 75歳以上 
http://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/00001178
42.html 
 

敬老乗車証 
 

住宅ローン控除 
  
 省エネ改修工事 
 バリアフリー改修工事 
  5年以上のローン・50万円以上の工事 
 増改築 
  10年以上のローン・100万円以上の工事 
 
自己資金で改修した場合は税額控除 
 既存住宅の耐震改修 
 バリアフリー改修工事 
 省エネ改修工事 
 
計算明細書と工事証明書等の必要書類の添
付
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/j
utakukentiku_house_fr2_000011.html 
税務署に確定申告を要す。 
http://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/12
10.htm 
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家賃収入 必要経費 不動産所得 

－ ＝ 

不動産所得が発生したら確定申告しないといけないけれど、 

修繕費が大きくでたりして赤字になったときは、ほかの所得と損益通算できるんだ。 

相続税の財産評価でも貸家は減額されるよ。 

貸家（居住用：消費税非課税）(※2) 

テナント（事業用：消費税課税）(※2) 

固定資産税 

事業税(※1) 消費税(※2) 

減価償却費 

修繕費 損害保険料 

不動産屋さんへの仲介手数料 

その他 

 （消耗品費・通信費等） 
確
定 

申
告 ※1 事業税は青色申告特別控除前の不動産所得が290万円以上の部分の5％。 

※2 消費税は居住用以外の賃貸の収入が1000万円を超えると課税事業者になります。 
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不動産所得が発生することによって増減する税金と保険料 

所得税（累進課税） 

所得に応じて5～40％ 

復興特別所得税（一律） 

所得税の2.1％ 平成49年末まで 

住民税（一律） 

住民税の課税所得の10％（所得割部分） 

国民健康保険・後期高齢者医療保険・介護保険 

所得に応じて増減 

（増減額、最高額等は市町村によって違います） 

消費税 

住宅以外の貸付収入が1000万円以上の場合 

簡易課税か本則課税のどちらか選択 

事業税 

青色申告特別控除前の不動産所得が290万円以上 

（課税所得－290万円）×5％ 

消費税と事業税は経費になるけれど、 

所得税、住民税、健康保険料は経費にはできないよ。 

平成27年分から4000万円超は45％になります 
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貸家業を始めるにあたって要する届け出（税務署に出します） 

・個人事業の開業・廃業届出書 
  事業的規模の不動産貸付けを開始したときは、開業の日から1か月以内 

 
◎所得税の青色申告承認申請書 
  不動産の貸付けを始めた年分から青色申告をしようとする場合は、開業の日から2か月以内 

青色申告は特典いろいろ！ 

○青色申告特別控除 
  65万円 もしくは 10万円 

 

○青色事業専従者給与 

  生計が同じ家族に給与を出せる。 

○貸倒引当金 

  貸倒引当金を経費に入れられる。 

 

○純損失の繰越しと繰戻し 
  ３年間の純損失の繰越 

   繰り戻し還付 
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相続税のしくみ 

相続税の 

基礎控除は 

27年から 

大きく 

減額される！ 



平成27 年１ 月 1 日施行 相続税の税制改正 

9 
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相続時の財産評価の特例 

次のような小規模宅地を相続で取得した時 対象面積 課税割合 

事業を引き継ぎ、その事業用の土地を引き継いだとき 

           （不動産貸付業等を除く） 
被相続人の事業の用に供されていた宅地等で、相続税の期限までにその事
業を引き継ぎ、その宅地等を所有し、かつ事業を営んでいる事 

400㎡まで 20％ 

同居していた家を相続し、その家に引き続き住むとき H26/12/31まで 
240㎡ 

H27年1月以降 

330㎡まで 

20％ 

不動産貸付業等の事業を引き継ぎ、その土地を貸付事業
の用に供しているとき 

200㎡まで 50％ 

【文化財建造物の場合】 
 相続税の評価において、その利用上の制限の程度に応じた適正な評価を受けることができます。 

亡くなった親族の事業を引き継いだり、生計を一にしている親族の事業や家を 

相続したときは、相続税の計算上、資産価額をぐっと減額して計算してもらえるんだ。 
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遺言の種類は大きく３種類あるけれど、公正証書遺言がオススメだよ。 

  自筆証書遺言 公正証書遺言 秘密証書遺言 

費用 ほとんど掛からない 
公証役場手数料（16,000円～）、
証人依頼代 

公証役場手数料（11,000円）、証
人依頼代 

証人 不要 二人必要 二人必要 

保管 
本人、推定相続人、遺言執行者、受遺
者、友人など 

原本は公証役場、正本と謄本（写し）
は本人、推定相続人、受遺者、遺言執
行者など 

本人、推定相続人、遺言執行者、受遺
者、友人など 

秘密性 遺言の存在、内容共に秘密にできる 
遺言の存在、内容共に秘密にできな
い。証人から内容が漏れる可能性が
ある。 

遺言の存在は秘密にできないが、遺
言の内容は秘密にできる。 

紛失、変造
の可能性 

共にある 
紛失の場合は再発行できる、変造の
可能性はない。 

共にある 

検認 必要 不要 必要 

特に有利な
点 

費用がほとんど掛からない。証人が必要
でなく、いつでもどこでも簡単に書ける、
新たに作りなおす事も容易にできる。 

家庭裁判所での検認が必要ない。公証
人が作成するので、無効な遺言書とな
ること、変造されることが少ない。紛失
しても謄本を再発行してもらえる。 

公証役場に提出するので、作成日が特
定できる。費用があまりかからない。 

特に不利な
点 

紛失、変造、隠匿（隠すこと）等の可能性
が高い。遺言の要件を満たしていないと
無効な遺言となる可能性がある。家庭
裁判所での検認が必要。 

費用が余分に掛かる。 

紛失、変造、隠匿（隠すこと）等の可能性
がある。遺言の要件を満たしていないと
無効な遺言となる可能性がある。家庭
裁判所での検認が必要。 
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贈与税 －暦年課税－ 

26年12月31日まで 27年1月1日より 

1年間（1月1日～12月31日）に贈与を受けた財産の価額の合計額（課税価格）から基礎控除額110
万円を差し引いた残額（基礎控除後の課税価格）について、次の速算表により贈与税額を計算します。 

贈与税はもらうひと
が払うんだ。暦年贈
与だと受贈者ひとり
あたり110万円まで

は贈与税はかからな
いよ。 

婚姻期間20年以上の夫婦の間で居住用不動産等の贈与があった場合には、一定の要件に当てはまれ
ば、贈与税の申告をすることにより基礎控除額110万円のほかに最高2,000万円までの配偶者控除が
受けられます。 



贈与税 －相続時精算課税－ 
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贈与を受けたときに贈与財産に対する贈与税を支払い、贈与者が亡くなったときにその贈与財産と相
続財産とを合計した価額を基に相続税額を計算し、既に支払った贈与税額を控除するものです。 

相続時精算課税は次の要件に該当する場合に贈与者が異なるごとに選択することができます。 

なお、一度この相続時精算課税を選択すると、その後、同じ贈与者からの贈与について「暦年課税」
へ変更することはできません。 

65歳以上の親 
20歳以上の贈与者の 

推定相続人である子 
（子が亡くなっているときは 

      20歳以上の孫） 

対象者 【贈与時の計算方法】 

（贈与を受けた財産の価額の合計－2500万円）×20％ 

【相続時の計算方法】 

すでに贈与を受けた財産の価額の合計 

＋ 

相続財産の価額 

－既に支払った贈与税 相続税 

たくさん財産がある親から相続時精算課税で贈与を受けると、 

相続税と合計したら納税額が多くなることもあるから、選択は慎重に！ 



暦年贈与 
課税価格-基礎控除（１１０万円）×税率-速算表の控除額 

＝贈与税額 

贈与税の速算表 http://www.nta.go.jp/taxanswer/zoyo/4408.htm 

 

相続時精算課税 http://www.nta.go.jp/taxanswer/sozoku/4103.htm 

 

住宅資金の贈与に関する特例１（直系尊属からの贈与の特例） 

https://www.nta.go.jp/taxanswer/sozoku/4508.htm 

住宅資金の贈与に関する特例２（相続時精算課税の特例） 

https://www.nta.go.jp/taxanswer/sozoku/4503.htm 

住宅等を贈与された場合の配偶者控除 
https://www.nta.go.jp/taxanswer/zoyo/4452.htm 
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税率 

土地や建物を売った年の1月1日現在で、 
その土地や建物の所有期間が 
5年を超える場合は「長期譲渡所得」に、 
5年以下の場合は「短期譲渡所得」になります。 

(注)確定申告の際には、所得税と併せて基準所得税額（所得税額から、所得税額から差し引かれる金額を差し引いた後の金額）に2.1％
を掛けて計算した復興特別所得税を申告・納付することになります。 

課税譲渡所得の計算方法 

ほか、住宅を買い換えた場合の課税の特例 等 

確
定 

申
告 
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課税の特例 

住宅の譲渡に係る3,000万円 

控除 
譲渡価額－（取得費＋譲渡費用）－3,000万円                                                    
＝課税譲渡所得 

軽減税率の特例 
売った年の１月１日現在で、そのマイホームの所有期間が
10年を超えている場合 

 

 

 

 

 

 
 

◎3,000万円控除の特例と併用可能 

住宅の買換
え特例 

課税の特例 ○譲渡価額が1.5億円以下 

○売った年の１月1日現在で所有期間10年超 

○居住期間10年以上の場合など、 

一定の要件に該当する場合は、その譲渡益の課税を繰り延べる特例が受けられます。 

住宅の買換による 

損失の繰越控除等 
売った年の1月1日現在で、所有期間が
5年を超えるマイホームの譲渡損失が
生じた場合 

売ったマイホームの代わりに新たなマイホームを取得し、年末においてその新たなマイ
ホームの取得に係る住宅ローン残高がある場合は、一定の要件の下で、売ったマイホーム
の譲渡損失の金額について損益通算及び繰越控除をすることができます。 

住宅の譲渡損の 

繰越控除等 

マイホームの譲渡契約締結日の前日において住宅ローン残高があるマイホームを売った場
合は、一定の要件の下で、そのマイホームの譲渡損失（住宅ローン残高からマイホームの
譲渡対価の額を控除した残額を限度とします。）の金額について損益通算及び繰越控除を
することができます。 

住んでいる家を売ったり買い換えたり、さらに住宅ローンが残っていたりするときは 

いろんな特例があるよ。 
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登録免許税 

印紙税 

不動産取得税 

売買契約書、贈与契約書に貼るもの 
平成9年4月1日から平成30年3月31日までの間に作成されるものについては印紙税の軽減があります。 

取引金額によって変わります。 

住宅用家屋にかかる登録免許税は税率の特例があります。固定資産税評価額によって変わります。 

登記のときに納める税金 

購入後に府税事務所から通知がきます。 

借入金で一定のマイホームの購入や増改築をした場合には、住宅ローン控除が出来ます。 

 住宅借入金等特別控除とは、居住者が住宅ローン等を利用して、マイホームを新築、取得又は増改築等（以下
「取得等」といいます。）をし、平成29年12月31日までに自己の居住の用に供するなど一定の要件を満たす場合に
おいて、その取得等に係る住宅ローン等の年末残高の合計額等を基として計算した金額を、居住の用に供した年分
以後の各年分の所得税額から控除するものです。 

http://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1214.htm 

 

 

所得税（税務署へ確定申告が必要です） 

※「特定取得」とは、 

 住宅の増改築等に係る費用の額に含まれる
消費税額等（消費税額及び地方消費税額の合
計額をいいます。以下同じです。）が、消費
税率の引上げ後の8％又は10％の税率により

課されるべき消費税額等である場合における
その住宅の増改築等をいいます。 

http://www.nta.go.jp/taxanswer/gensen/2875.htm
http://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1214.htm
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自己資金で、一定の改修をした場合は税額控除が出来ます。 

・耐震改修工事をした場合 

・バリアフリー改修工事をした場合 

・省エネ改修工事をした場合 

所得税（税務署へ確定申告が必要です） 

例 住宅耐震改修特別控除の適用要 

 居住者が住宅耐震改修を行った場合で、住宅耐震改修特別控除の適用を受けることができるのは、次のすべての
要件を満たすときです。 

(1) 昭和56年5月31日以前に建築された家屋であって、自己の居住の用に供する家屋であること。 

 なお、居住の用に供する家屋を二つ以上所有する場合には、主として居住の用に供する一つの家屋に限られます。 

(2) 耐震改修をした家屋が、現行の耐震基準に適合するものであること。 

 住宅耐震改修特別控除の控除額の計算方法 

平成26年4月1日から平成29年12月31日までの間に住宅耐震改修をした場合 

 住宅耐震改修に係る耐震工事の標準的な費用の額（補助金等の交付を受ける場合には、その補助金等の額を控除
した金額）の10％(最高25万円) 
 

ご注意！ ここに記載したものは原則的なケースです。 

個別的には各種の条件がありますので、事前に必ず税理士に相談してください。 

 

http://www.nta.go.jp/taxanswer/gensen/2875.htm

